




























































































































はプライステイカーである。企業の生産関数は一次同次 ＣＥＳ（ｃｏｎｓｔａｎｔ ｅｌ　ａｓｔｉｃｉｔｙ ｏf ｓuｂｓｔｉｔuｔｉｏｎ、
ＣＥＳ と略す）型関数（図１）であると仮定して、自地域から供給される資本と労働が ＣＥＳ 型関数
で統合された上でさらにその他の中間財とレオンチェフ型で投入されると仮定する。また、各部門


















































については、Ｅ＿ＤＭ ＜ Ｅ＿ＤＤ を満たす値を仮定する。これは輸入財と国内財よりも、国内財同士
の方が代替をしやすいという意味である（武田・伴（２００８））。
表１：代替の弾力性の仮定値
変数名 弾力性 値 変数名 弾力性 値
Ｅ＿Ｔ 国内供給と輸出供給間 ４ Ｅ＿ＶＡ 生産関数内の生産要素間 １
Ｅ＿Ｌ 異なった地域の労働間 ０ Ｅ＿Ｋ 異なった地域の資本間 ０


















変数名 産業区分 変数名 地域区分
ａｇｒ 農業 ｄｂ 東北地域（東北）
ｍｉｎ 鉱業 ｂｓ 北部直轄市（北市）
ｌｉｎ 軽工業 ｂｙ 北部沿海地域（北沿）
ｈｉｎ 重工業 ｚｙ 中部沿海　地域（中沿）
ｃｎｓ 建築 ｎｙ 南部沿海　地域（南沿）
ｅｇｗ 電力・ガス・水道 ｚｂ 中部地域（中部）
ｔｒｄ 卸売・小売・運輸 ｘｂ 西北地域（西北）




















ＧＤＰ／ｐｃ は各地域の一人当たり ＧＤＰ、ＧＤＰ（％）と ｔｒａｎｓ（％）は地域の ＧＤＰ（またはトランス











































ＧＤＰ と経済厚生への影響が確認できる。ここで、比較する変数としては各地域の ＧＤＰ の変化額（ｄ















































































































Ａｒｍｉｎｇｔｏｎ, Ｐａuｌ　 Ｓ. (1969). “Ａ Ｔhｅｏｒｙ ｏf Ｄｅｍａｎｄ fｏｒ Ｐｒｏｄuｃｔｓ Ｄｉｓｔｉｎｇuｉｓhｅｄ ｂｙ Ｐｌ　ａｃｅ ｏf Ｐｒｏｄuｃｔｉｏｎ ” IMF 
Staff Papers 16.
Ａｎｄｏ‚Ｍｉｔｓuｙｏ (2009). “Iｍｐａｃｔｓ ｏf FＴＡｓ ｉｎ Ｅａｓｔ Ａｓｉａ: ＣＧＥ Ｓｉｍuｌ　ａｔｉｏｎ Ａｎａｌ　ｙｓｉｓ” RIETI　Discussion　Paper　
Series　09-E-037‚ Rｅｓｅａｒｃh Iｎｓｔｉｔuｔｅ ｏf Ｅｃｏｎｏｍｙ‚Ｔｒａｄｅ ａｎｄ Iｎｄuｓｔｒｙ.
Iｎｓｔｉｔuｔｅ ｏf Ｄｅｖｅｌ　ｏｐｉｎｇ Ｅｃｏｎｏｍｉｅｓ‚(2003). Multi-Regional Input-Output Model for China2000‚I.Ｄ.Ｅ.ｓｔａｔｉｓｔｉｃａｌ　 ｄａｔａ 
Ｓｅｒｉｅｓ Nｏ.86‚Jａｐａｎ Ｅxｔｅｒｎａｌ　 Ｔｒａｄｅ Oｒｇａｎｉzａｔｉｏｎ.
Ｈｅｒｔｅｌ　‚Ｔhｏｍａｓ W.‚ Wａｌ　ｍｓｌ　ｅｙ‚Ｔｅｒｒｉｅ ａｎｄ Iｔａkuｒａ‚Kｅｎ (2001) .“Ｄｙｎａｍｉｃ Ｅﬀｅｃｔｓ ｏf ｔhｅ Nｅw Ａｇｅ Fｒｅｅ Ｔｒａｄｅ 
Ａｇｒｅｅｍｅｎｔ ｂｅｔwｅｅｎ Jａｐａｎ ａｎｄ Ｓｉｎｇａｐｏｒｅ” Journal of Economic Integration‚ Ｖｏｌ　. 16‚ ｐｐ.446­484.
Kａwａｓａkｉ‚Kｅｎｉｃhｉ(2003). “Ｔhｅ Iｍｐａｃｔ ｏf Fｒｅｅ Ｔｒａｄｅ Ａｇｒｅｅｍｅｎｔ ｉｎ Ａｓｉａ” RIETI Discussion PaperSeries 
03-E-018‚ Rｅｓｅａｒｃh Iｎｓｔｉｔuｔｅ ｏf Ｅｃｏｎｏｍｙ‚Ｔｒａｄｅ ａｎｄ Iｎｄuｓｔｒｙ.
Fｅｅｎｓｔｒａ‚Rｏｂｅｒｔ Ｃ. (2004).Advanced International Trade: Theory and Evidence， Ｐｒｉｎｃｅｔｏｎ Uｎｉｖｅｒｓｉｔｙ Ｐｒｅｓｓ.
浦田秀次郎・石川幸一・水野亮（2007）『FＴＡ ガイドブック2007』 ジェトロ ( 日本貿易振興機構 ) 
経済企画庁経済研究所（1997）「21世紀中国のシナリオ」 中国の将来とアジア太平洋経済研究会報告書 Nｏ.1 経
済企画庁経済研究所主任研究官室
武田史郎 (2007) 「貿易政策を対象とした応用一般均衡分析」 RIＥＴI Ｄｉｓｃuｓｓｉｏｎ Ｐａｐｅｒ Ｓｅｒｉｅｓ 07­J­010 経済
産業研究所
武田史郎、 伴金美 (2008) 「貿易自由化の効果における地域間格差 : 地域間産業連関表を利用した応用一般均衡
分析」 RIＥＴI Ｄｉｓｃuｓｓｉｏｎ Ｐａｐｅｒ Ｓｅｒｉｅｓ 08­J­053 経済産業研究所
中華人民共和国国家統計局 (1998) 『中国統計年鑑』 中国統計出版社
中華人民共和国国家統計局 (1998) 『中国対外経済統計年鑑』 中国統計出版社
堤雅彦、 清田耕造 (2002) 「日本を巡る自由貿易協定の効果 :ＣＧＥ モデルによる分析」 JＣＥR Ｄｉｓｃuｓｓｉｏｎ Ｐａｐｅｒ  
Nｏ.74 日本経済研究センター
中島朋義 (2002) 「日韓自由貿易協定の効果分析­部門別視点­」 ＥRINＡ Ｄｉｓｃuｓｓｉｏｎ Ｐａｐｅｒ Nｏ.0202 環日本海
経済研究所
日置史郎 (2004) 「中国地域格差と沿海地域から内陸地域への浸透効果 : 地域産業連関分析による一考察」『比
較経済体制学会年報』 第41巻第1号 ｐｐ.27­38
細江宣裕、 我澤賢之、 橋本日出男 (2004) 『テキストブック応用一般均衡モデリング : プログラムからシミュ㆑ーション
まで』 東京大学出版
伴金美 (2007) 「日本経済の多地域動学的応用一般均衡モデルの開発 .Fｏｒwａｒｄ Lｏｏkｉｎｇ の視点に基づく地域経
済分析」 RIＥＴI Ｄｉｓｃuｓｓｉｏｎ Ｐａｐｅｒ Ｓｅｒｉｅｓ 07­J­043 経済産業研究所
